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 東日本大震災以降，実務においては道路ネットワークの防災機能を評価することへのニーズが高まって

いる．本研究では，防災機能の一評価手法である，拠点間の接続性に着目した接続脆弱性分析手法を実務

の道路ネットワークに適用することで，実務への展開可能性や課題把握について検討を行うことを目的に

実施するものである．その結果，前提条件の設定方法，拠点ノードの設定方法，実務ニーズに応じた評価

指標等の課題が明らかになった．また，接続脆弱性分析手法の今後の実務的展開にあたっての有効性と課

題を確認できた． 
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1.  はじめに 
  
東日本大震災以降，道路ネットワーク評価の考え方が

B／Cによる道路投資の効率性による事業評価から，災

害時に道路ネットワークが果たす機能も加味した評価へ

と変化してきている． 
これを受け，国土交通省では道路事業の防災機能を評

価するためのマニュアル1)  2)を策定し，新規事業採択へ

の適用を行っている．しかしながら，このマニュアルで

示されている評価手法は事業評価を行うことが前提であ

り，分析対象道路網は主要地方道以上と粗い． 
これに対して，地方道路を管理する行政機関において

は，県道レベルの現況道路ネットワークを対象とした防

災機能上の問題点の発掘や機能強化すべき個所の対策と

その優先順位の検討に結び付くような分析ニーズが高い． 
そこで，現状道路ネットワークの防災機能を評価する

一手法として，倉内ら3)  4)  5)は拠点間の接続性に着目した

評価手法として接続脆弱性分析手法を開発してきた．こ

の手法は拠点間の非重複経路数を分析する手法である．

各リンクの途絶による拠点間の非重複経路数の変化状況

をもとに拠点間の接続性が大きく低下するリンク（クリ

ティカルリンク）の抽出が可能となることから，先に示

した地方行政のニーズに応えうる手法である． 

そこで本研究では，奈良県の県道以上の道路ネットワー

クを対象に，接続脆弱性分析手法の適用を試みることで，

実務における手法の展開可能性の検証と分析する上での

課題把握を目的とする．  
 
2.  接続脆弱性分析手法の概要 
 
 接続脆弱性分析は，ODペア間に重複のない経路（非

重複経路）を数え上げることで，拠点間の接続性を評価

する手法である．非重複経路を数え上げるアルゴリズム

が瀬戸ら3)により開発されており,本研究ではそれを用い

て奈良県道路網の分析を行う.以下に非重複経路数算定

モデルの概要を説明する． 
 
(1)   非重複経路数算定モデル概要 
非重複経路算定モデルは，各リンクを，非重複経路を

構成する集合に含まれるか否かを示す二値変数であるx
で表し，それを決定変数として，OD ペアrs間の非重複

経路数nrsを最大とする線形最適化問題として記述され

る．なお，拠点間の非重複経路を構成するリンクの組合

せ（二値変数の組合せ）は複数存在する可能性があるた

め，そのような数ある経路集合の中でもっともらしいも

のとして，総所要時間を最小とする経路を線形最適化問

別紙―２ 
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題を解くことで一意に求める．上記のモデルにより算出

される非重複経路には，所要時間が非常に長くなるもの

が含まれる場合がある．しかしながら，そのような経路

は現実的には利用されないと考えられるが，次式のよう

な制約条件を加えることで，あまりに所要時間の長い経

路を排除することが可能である．なお，taはリンクaの
所要時間を表し，xaはリンクaが非重複経路に含まれる

か否かを表す二値変数である．次式の左辺は平均所要時

間であり，右辺のθは許容可能な旅行時間を表す． 

 

1
nrs

� taxa  ≤  θ
a∈A

 

 

 (2)   分析指標 
本研究では，奈良県道路網上において，途絶により拠

点間の接続性を大きく低下させるリンク（クリティカル

リンク）を特定することを目的とし，各リンクが途絶し

た場合に拠点間の接続性に与える影響の大きさを表す指

標として，瀬戸ら 3)により提案されているリンク重要度

指標 LCI（link criticality index）を用いる．これは，リ

ンクの途絶による非重複経路数の減少率を全 OD ペア

間で足し合わせたものであり，リンク毎に算出される．

LCIは，途絶により非重複経路数が減少する ODペア数

が多いほど大きく，また，途絶前の OD ペア間の非重

複経路数が少ないリンクが途絶した場合の方が大きくな

る．  
 

LCIa = ��1 −
リンク a 途絶後のnrs
リンク a 途絶前のnrs

�
rs

 

 
LCI は，各リンクを 1 本ずつ途絶（xa = 0）する制約

条件を加えてモデルを再計算し，その結果得られるnrs
を用いて計算できる． リンクが途絶しても，全てのOD
ペア間において代替経路が存在し，非重複経路数が変化

しない場合，LCIは 0となる．  
 
3.  奈良県道路網への適用と実務上の課題 

 

(1)   分析の前提条件 
a) ネットワークの設定 
計算ネットワークは基本的に奈良県内の県道以上のネ

ットワークを対象とする．なお，主要地方道以下の 1車
線道路については，幅員が狭く，災害時において各種要

因により途絶する可能性が高いと考えられるため対象外

とした． 

 

図-1  広域防災活動拠点位置 

 
LCI の計算においては，各リンクの途絶ごとに再度非

重複経路を求める必要があることから,計算ネットワー

クのリンク数の増加に比例して計算負荷が高くなる．接

続脆弱性分析においては，拠点間の経路を分析対象とす

ることから，同一経路上の分岐のない区間は複数のリン

クとして計算しても，1 本のリンクとして計算しても，

同様の結果が得られる．そのため，計算負荷軽減のため

に分岐のない同一経路上のリンクは 1本に集約したネッ

トワークで計算する． 
以上より設定した奈良県道路ネットワークのノード数

は774，リンク数は1,228（双方向2,456）となった． 

b) 評価対象ODの 設定 
 本研究では，奈良県内の39市町村について，市町村役

場所在地と最寄りの広域防災活動拠点間の接続性を評価

する．広域防災活動拠点は図-1の4施設である．拠点位

置は道路ネットワーク上の，最寄りの分岐リンク数が最

も多いノードに設定する．最寄りに分岐するノードが無

い場合は，リンクの途中にノードを追加し，そこに設定

する．非重複経路算定モデルにおいて，非重複経路数の

最大値は，評価対象のODに接続するリンク数のいずれ

か少ない方となる．本研究では，拠点を近傍のノードに

設定しているが，実際には拠点は交差点上に位置するわ

けではなく，広域的に評価する場合等には，拠点近傍ま

で到達できれば十分であると考えられることから，拠点

周辺のネットワークを集約し，接続するリンク数を増や

して選択され得る経路集合を検討する等，設定方法に工

夫の余地がある．   

 表-2，表-3に本研究で設定した広域防災活動拠点及び

市町村の接続リンク数を示す． 
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表-2 広域防災活動拠点 

  エリア 拠点施設名 
接続 

リンク数 

1 北部 県営競輪場 4 

2 中部 第2浄化センター 2 

3 東部 消防学校 3 

4 南部 吉野川浄化センター 4 

 

表-3 市町村 

  エリア 名称 
接続 

リンク数 
  エリア 名称 

接続 

リンク数 

1 北部 奈良市 4 21 東部 曽爾村 2 

2 中部 大和高田市 4 22 東部 御杖村 3 

3 北部 大和郡山市 3 23 中部 高取町 2 

4 北部 天理市 4 24 中部 明日香村 2 

5 中部 橿原市 3 25 中部 上牧町 3 

6 東部 桜井市 3 26 中部 王寺町 4 

7 南部 五條市 4 27 中部 広陵町 4 

8 中部 御所市 3 28 中部 河合町 2 

9 北部 生駒市 3 29 南部 吉野町 2 

10 中部 香芝市 4 30 南部 大淀町 3 

11 中部 葛城市 4 31 南部 下市町 2 

12 東部 宇陀市 3 32 南部 黒滝村 1 

13 東部 山添村 3 33 南部 天川村 2 

14 中部 平群町 2 34 南部 野迫川村 1 

15 中部 三郷町 2 35 南部 十津川村 2 

16 中部 斑鳩町 2 36 南部 下北山村 2 

17 中部 安堵町 3 37 南部 上北山村 2 

18 中部 川西町 3 38 南部 川上村 2 

19 中部 三宅町 2 39 南部 東吉野村 2 

20 中部 田原本町 3         

 

c) 所要時間制約の設定 
本研究では，2.(1)で述べた所要時間制約について，制

約がない場合（α = ∞）と，非重複経路の平均所要時間

が拠点間の最短経路所要時間の2倍以下の場合（α = 2）
について計算する． 

 

1
nrs

� taxa  ≤  αt̃rs
a∈A

 

 

ここで，t̃rsはノードrs間の最短経路所要時間を表す． 

 
(2)   分析結果 
a) 非重複経路の算出結果 
各市町村と広域防災活動拠点間の非重複経路数を表-4

に示す．五條市と宇陀市については，市町村役場の位置

と広域防災活動拠点の位置が近接しているため，計算対

象外としている． 

α = ∞の場合，黒滝村及び野迫川村の非重複経路が1

本となっている．ネットワークの設定上，市町村役場に

接続するリンクが1本のみであるためであるが，途絶に

より接続が断たれる危険性が高い． 

 α = 2の場合について，非重複経路数がα = ∞の場合

より減少する市町村について表に色付けしている．所要

時間制約を設けることで，奈良市，大淀町においては非

重複経路が2本に減少し，斑鳩町，下市町，天川村，十 

表-4 非重複経路数 

市町村 接続リンク数 
非重複経路数 

α=∞ α=2 

1 奈良市 4 4 2 

2 大和高田市 4 2 2 

3 大和郡山市 3 3 3 

4 天理市 4 4 4 

5 橿原市 3 2 2 

6 桜井市 3 3 3 

7 五條市 4 - - 

8 御所市 3 2 2 

9 生駒市 3 3 3 

10 香芝市 4 2 2 

11 葛城市 4 2 2 

12 宇陀市 3 - - 

13 山添村 3 3 3 

14 平群町 2 2 2 

15 三郷町 2 2 2 

16 斑鳩町 2 2 1 

17 安堵町 3 2 2 

18 川西町 3 2 2 

19 三宅町 2 2 2 

20 田原本町 3 2 2 

21 曽爾村 2 2 2 

22 御杖村 3 3 3 

23 高取町 2 2 2 

24 明日香村 2 2 2 

25 上牧町 3 2 2 

26 王寺町 4 2 2 

27 広陵町 4 2 2 

28 河合町 2 2 2 

29 吉野町 2 2 2 

30 大淀町 3 3 2 

31 下市町 2 2 1 

32 黒滝村 1 1 1 

33 天川村 2 2 1 

34 野迫川村 1 1 1 

35 十津川村 2 2 1 

36 下北山村 2 2 2 

37 上北山村 2 2 2 

38 川上村 2 2 1 

39 東吉野村 2 2 2 

 

津川村， 川上村の5市町村においては1本となっている． 

b) LCIの算出結果 
 LCIの算出結果を図-5，図-6に示す．奈良県道路ネット

ワークにおいて，次の特徴が見られた． 

・ 野迫川村及び黒滝村については接続リンク数が 1 本

であり，そのリンクが途絶した場合非重複経路数は

0となり，LCIは 1.0となる． 
・ 奈良県南部の国道 168 号，国道 169 号，国道 309 号

においてLCIが高くなっている． 
・ なお，拠点に接続するリンクは，非重複経路に含ま

れている場合が多く，途絶した場合に代替経路の確

保が困難であることから， LCIが高くなっている． 
・ α = ∞の場合は，拠点に接続するリンク以外は，長

大な迂回経路も許容することから，代替経路を確保

することができるため，LCIは高くならない． 
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図-5  LCI算出結果(α = ∞) 

 

図-6  LCI算出結果(α = 2) 
 

・ α = 2の場合において，国道 309号上に位置する市町

村については，吉野川浄化センターへの非重複経路

は，迂回路の所要時間が大きくなるため所要時間制

約を満たさず 1 本となっており，その経路上のリン

クが途絶することで，非重複経路が減少するため，

LCIが高くなっている． 
・ α = 2の場合において，拠点に接続するリンク以外

でLCIが高くなっているものとしては，国道25号，国

道165号，国道166号等が挙げられる．これらは奈良

県の東西を結ぶ路線であり，非重複経路に選ばれて

いる．これらは代替路が大きな迂回を要するため，

リンクが途絶した場合には非重複経路が減少し，拠

点間の接続性が低下すると考えられる． 

 

図-7  接続性低下OD数（α = 2） 

 

LCIが大きくなっているリンクは中心部から離れた南

部地域及び東部地域に多く見られる．これらの地域は，

ネットワークが粗くなっていることから，所要時間制約

を満たす非重複経路数が少なく，リンクが途絶すること

によって代替経路が確保できない状態となっていること

を表している． 

c) 途絶による接続性低下OD数 

平常時に非重複経路が 1 本のみである OD について，

リンクが途絶した場合に代替となる非重複経路が確保で

きない場合，その OD 間は接続が断たれてしまう．そ

のようなリンクは拠点間の接続性において特に重要であ

ると考えられ，実務上そのようなリンクの特定が求めら

れている． 
上記の LCI は，評価対象の全ての OD 間の非重複経

路数の減少率を足し合わせた指標であるため，各リンク

の相対的な重要度を評価することは可能であるが，途絶

により OD 間の接続が断たれるリンクを特定すること

は出来ない．そこで， LCI指標の計算過程により算出さ

れた非重複経路を分析し，リンク途絶により非重複経路

が 0本となる ODペアの数（接続性低下 OD数）を，ク

リティカルリンクを抽出するための指標として算出した． 
なお，所要時間制約が無い場合，拠点に接続するリン

ク以外のリンクが途絶しても，所要時間が長大となって

も代替路が確保されるため，OD 間の接続は断たれない．

そのため，所要時間制約がある場合について，接続性低

下 OD数を算出し，拠点間の接続上問題のあるリンクを

特定する．算出結果は図-7 のようになり，以下のような

特徴が見られた． 
・ 南部地域に非重複経路が 1 本→0 本になるリンクが

見られ，特に国道 309 号については，3 拠点の接続

野迫川村 

黒滝村 

R168 
R309 

R169 

R166 

R369 

R25 
R165 

広域防災活動拠点

市町村拠点

0 ～ 0.5
0.5 ～ 1.0
1.0 ～ 2.0
2.0 ～

R168 R309 

R169 

R369 

0 ～ 0.5
0.5 ～ 1.0
1.0 ～ 2.0
2.0 ～

広域防災活動拠点

市町村拠点

R166 

R165 
R25 

1 ODペア
2 ODペア

3 ODペア
4 ODペア以上

広域防災活動拠点

市町村拠点
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性が断たれるリンクが見られる． 
・ 国道 369号については LCI は高くなっているものの，

接続性低下 OD 数は 0 であるため，南部地域の道路

の方が脆弱であると言える． 
 
(3) 実務上の問題点 
 奈良県道路ネットワークの接続脆弱性分析を通して，

下記の実務上における問題点が明らかとなった． 

a) LCIの限界 
本研究で用いたLCI指標では，リンク間の相対的な重

要度を評価することが可能である．一方，実務上では，

途絶によりOD間の接続が断たれてしまうようなリンク

の評価も重要であり，LCIではそのようなリンクを評価

することはできないため，本研究で提案した接続性低下

OD数のような指標による評価が必要である． 

b) 所要時間制約の必要性 
緊急輸送物資，医療搬送などは限られた時間内での搬

送が求められるため．実務上は所要時間制約を設けた接

続性評価が重要である．また，所要時間制約を設けない

場合は，長大な迂回となっても代替路が確保できるため，

OD間の接続性は低下せず，クリティカルリンクの特定

が困難となることからも，所要時間制約の設定が重要で

あると言える．  

c) 拠点設定及びノードの集約化 
非重複経路算定モデルにおいて，非重複経路数は拠点

に接続するリンク数に依存することから，拠点の設定次

第で分析結果が変化する．広域的に評価する場合等には，

拠点近傍まで到達できれば十分であると考えられること

から，拠点周辺のネットワークを集約する等，設定方法

について検討が必要である．  

4.  結論 

 

(1)   まとめ 

本研究では，拠点間の非重複経路に着目した接続脆弱

性分析手法を奈良県道路ネットワークに適用し，クリテ

ィカルリンクを抽出することで，現状防災機能を評価す

ることができた．リンク毎に拠点間接続性に与える影響

を把握することができ，本分析手法の有効性を確認でき

た．また，本分析手法の実務的展開にあたっての課題を

確認することができた． 

 

(2)   今後の課題 

 本研究で明らかとなった実務上の課題について，今後

の実務への適用を通して検討を進める必要がある．  
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